
　賃金も個人消費も冷え切ったままで、国民に景気回復
の実感はありません。いま求められているのは、家計を応
援して格差と貧困をなくし、国民が明日への希望をもて
る政治に転換することです。暮らしと経済を立て直すに
は、賃上げと安定した雇用の拡大が必要です。

　憲法9条改悪、消費税増税、国政私物化─
暴走政治を続ける安倍政権を退陣させ、希望と
安心の政治にきりかえましょう。市民と野党の
共闘の勝利と共産党の躍進へ、みなさんのお力
をぜひお貸しください。

「市民とともにたたかうワークショッ
プ」でＪＣＰサポーターと交流する山
下芳生党副委員長（奥右から２人目）
と辰巳コータロー参院議員（同右端）
＝5月18日、大阪市
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８時間働けば
ふつうに暮らせる
社会に

８時間働けば
ふつうに暮らせる
社会に

要求を掲げてデモ行
進するメーデー参加

者＝5月1日、東京
都内

賃金減
日本だけ
OECD調査

JCPサポーターに
はこちらから

あなたも

ＪＣＰサポーターの
ＬＩＮＥに登録すると
❶サポーターからの意見・質問の募
集に参加できる

❷サポーターのイベントのお知らせ
が届く

❸日本共産党の活動や政策に気軽
にコンタクト

❹選挙情報や自分にできるアクショ
ンがわかる

ワーク
ショップ
やりました
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